
 

沖縄地区税関

引揚者から保管した通貨、証券等返還について 

１．通貨、証券等を保管、返還に至った経緯 

税関で保管している通貨、証券等は、終戦後引揚者の方から預かった通

貨、証券等で、これらには２つの保管経路があります。 

一つは「上陸港扱い」で、海外からの引揚者が全国の各港に上陸の際、連合国

軍総司令部（ＧＨＱ）の指令により国内持込が禁止されていた一定限度額

（一般人 1,000 円、軍人は将校 500 円、下士官以下 200 円）を超える

通貨、証券等を税関が預かり保管したものです。 

もう一つは「外地扱い」で、引揚者が外地引き揚げの際、ＧＨＱの指令に

より持帰りを禁止されたこと、また、治安上の理由により個人の持帰りが不

安であったこと等から、引揚者が現地の在外公館や日本人自治会等に預け

た通貨、証券等で、それらのうち一部が日本に送還され、横浜税関が一括

保管したものです。 

その後、昭和２８年８月３１日「外国為替及び外国貿易管理法」の改正によ

り、保管中の通貨、証券等について全面的な輸入制限が解除され、税関におい

ては、同年９月１日から返還業務を開始し現在に至っております。 

 
２．沖縄地区税関における返還経緯 

沖縄地区税関においては通貨、証券等の保管物件は無く、県民からの問

合せについて、全国の税関に対し照会を行い、保管が確認されたものにつ

いて保管税関の代行として返還を行っております。 

 
３．保管物件の主な内容 

（１）通 貨：旧日本銀行券、旧日本軍軍票等 

（２）証券類：国債、公社債、郵便貯金簿、預金証書、生命保険証書等 

（３）その他：医師免許証、運転免許証、卒業証書、成績表等 

 
４．保管及び返還状況 

当初保管数 約４４万人分（物件数約１３４万件）（全国）返 還 数 

約１７万人分（物件数約４７万件） 

保 管 残 数 約２７万人分（物件数約８７万件） 



５．沖縄地区における返還実績 

平成１３年３月及び平成１６年９月に新聞記事により周知を行ったとこ

ろ、これまでに照会７４件、物件返還１１件が行われております。 

 
６．その他 

最大の保管税関である横浜税関に、沖縄関係と思料する名前で検索を行

ったところ、 

（１） 大城：１４１件 

（２） 金城：１４９件 

（３） 宮城：１１０件 

（４） 比嘉：１４７件 

（５）  新垣： ６６件 合計 ６１３件の

保管物件があります。 

 
７．本件に関する一般県民からの問合せ先 

沖縄地区税関 総務課 ０９８－996－5506 

税関相談官 ０９８－８６３－００９９ 


